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●申告書と一緒にご提出ください。

●電算申告で、既に特例が適用されている資産は、明細に適用率と適用条項を記載してください。
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　次の償却資産を、地方税法に規定する課税標準の特例適用資産として申告書に添付します。

年　月 　分の　

　分の　

　分の　

年　月 

年　月 

　分の　

資産の
所在区

年　月 

年　月 

　分の　

　分の　

　分の　

特例
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　□ 官公庁の許可書や受理書、提出書類の写し

　□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

●上記資産が特例該当となる旨が分かる書類（法令に添付が義務付けられたものがあれば
  その書類）を、添付してください。

●この用紙は、特例の対象となる増加資産があるときのみ、提出してください。

＊別紙可。種類別明細書（増加資産用･全資産用）のコピーを用いる場合は、該当する行が分かるようにしてください。
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資産の名称等

償却資産 課税標準特例該当資産 明細書

氏名
(法人にあってはその

名称及び代表者の氏名)


